
施策構成事務事業評価一覧表
0103 子育てを支える環境の充実

【事業類型】 【事業概要シート作成有無】 妥当性（市の関与）
1 職員人件費のみの事業 ａ…市が実施することが妥当である
2 国の法令に基づいて実施する事務（生活保護、賦課徴収事務、年金事務、戸籍・住基台帳事務、 ｂ…見直す余地がある

選挙事務、広域組合の負担金などの市の裁量が及ばない事務） ｃ…市が実施する緊急性が認められない
3 負担金のみの事業（イベント等の実行委員会への負担金を除く） 有効性（施策貢献度）
4 組織や職員を管理するための内部事務管理事務（財務事務、人事管理事務、企画事務、議会 ａ…施策への貢献度が高い

事務など） ｂ…施策への貢献度が著しく高いとはいえない
5 施設の維持管理費のみの事業（高熱水費や法定の保守点検委託料など。施設の修繕料） ｃ…成果の向上が見込まれない
6 施設を維持管理するための運営業務（施設やそれに付随する車両等の運転業務委託、公園などの 効率性（コスト）

管理業務、清掃委託） ａ…コストを見直す余地がない
7 課内事務を行う上で必要となる事務的経費のみで構成される事業（条例委員の報酬、旅費、需要 ｂ…検討する余地がある

費、役務費のみで構成） 総合評価
8 団体等への負担金及び補助金が予算の大半を占めるもの・・・補助金は、補助金要綱及び補助金 Ａ…計画通りに事業を進めることが適当

等のあり方に関するガイドラインにおいて精査されている。 Ｂ…事業の進め方の改善検討
9 ハード事業で、中長期の年度計画（事業費含む）を策定し認められた事業 Ｃ…事業規模・内容又は実施主体の見直しの検討
10 ハード事業1,000万円未満、ソフト事業100万未満（事業類型1～9以外） Ｄ…事業の抜本的見直し、休・廃止の検討

11 ハード事業1,000万円以上、ソフト事業100万円以上（事業類型1～9以外）
事業費は当初・繰越・補正予算の合計額

担当課 R1 R2
課長 H30 R1 R2 H30 R1

担当者 開始 終了 ｼｰﾄ 決算 予算 見込 決算 予算

山口　理行

丸山　弥由

山口　理行

丸山　弥由

坂上　正信

三谷　優子

赤瀬　雅昭

古川　朋博

赤瀬　雅昭

田家　真史

赤瀬　雅昭

古川　朋博

赤瀬　雅昭

水浦　琢人

西村　隆

正岡　伸幸

余地なし 事業推進

児童手当支給対象
児童数

人 11,831 11,828 11,831 11,831 現状維持8 児童手当支給事業

こども家庭
課

３歳未満及び３歳以上小学校修了前の第３子以
降の児童１人につき月額15,000円を、３歳以上
小学校修了前の第１子・第２子及び小学校修了
後中学校終了前の児童１人につき月額10,000円
を支給する。所得制限限度額以上の場合は、児
童１人につき一律月額5,000円を支給する。

平成24年度 児童手当法

2
a A

1,564,545 1,570,290 1,556,200 9,132 7,173

無

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

①現年度収納率
②全体収納率

％
①99.0
②95.0

①99.6
②98.3

①99.6
②98.1

①99.6
②98.1

現状維持7 保育料収納対策事業

こども政策
課

徴収職員を配置し、滞納者の早期催告等を
行う。また、長期滞納者については、収納
課と情報を共有することで連携した収納事
務を実施し、収納率の向上に努める。

子ども子育て支援法
施行規則 7

a a a A

1,902 2,359 2,236 7,580 7,772

無

見直し余
地

貢献度低 余地あり
見直し検

討

認可幼稚園多子世
帯数

世帯 40 37 40 0 他事業に統合6
就学前児童子育て支援
事業

こども政策
課

①認可保育園、幼稚園及び認定こども園を同時
に利用する二人目以降の児童に対し、認可保育
園及び公立幼稚園は保育料の減免を行う。
②新制度移行により保育短時間に認定された児
童が属する世帯を対象に延長保育料金の助成を
行う。
R2年度から延長保育事業に統合。

平成23年度

大村市就学前児童子
育て支援事業補助金
交付要綱
大村市私立幼稚園就
園奨励費補助金交付
要綱

8
b b b C

2,055 3,155 0 737 1,101

無

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

補助支給率（補助
件数/支給認定を
受け教育・保育施
設等を利用してい
る生活保護世帯数

％ 100 68 100 100 現状維持5 実費徴収補足給付事業

こども政策
課

低所得者世帯等及び生活保護世帯に対する
給食費及び教材費の購入に係る経費につい
て助成を行う。

平成27年度

子ども・子育て支援
交付金交付要綱 8

a a a A

331 411 3,396 893 893

無

2 2 2 3 現状維持

549
出産育児一時金の
申請件数

件

無

4
教育・保育施設整備事
業

こども政策
課

施設の老朽化に伴う施設の改善や、認定こ
ども園への移行等新たな施設機能の充実に
対応した私立保育園の施設改修等を支援す
る。

保育所等施設整備交
付金交付要綱
認定こども園施設整
備交付金交付要綱
大村市私立保育所整
備費補助金交付要綱

8
a a a A

294,892 224,180 207,731 3,352

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進
無

2,625
私立保育所及び認
定こども園の整備
施設数

園

余地なし 事業推進

78 73 82 76 現状維持

有

3
出産育児一時金支給事
業

国保けんこ
う課

被保険者が出産したときに、当該被保険者
の属する世帯の世帯主に対し、出産育児一
時金として４０４千円を支給する。なお、
産科医療補償制度に加入する分娩機関での
出産は、１６千円を追加して４２０千円を
支給する。

昭和34年度
・国民健康保険法
・大村市国民健康保
険条例

2
a A

30,627 34,458 34,458 549

2,900 現状維持

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

2,900 2,699 2,900

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進
有

2
母子・寡婦等医療費助
成事業

福祉総務課

ひとり親家庭の医療費自己負担額を軽減す
るための医療費助成を行う。

昭和47年度

大村市福祉医療費の
支給に関する条例 11

a a a A

47,194 50,990 50,889 3,179 3,070 受給資格者数 人

1
子ども医療費助成事業
（旧乳幼児医療費助成
事業）

福祉総務課

未就学児・小中学生の医療費自己負担額を
軽減するために医療費助成を行う。

昭和47年度

大村市福祉医療費の
支給に関する条例 11

a a a A

208,043 280,563 278,380 7,653 4,871 受給資格者数 人 12,000 14,681 15,000 15,000 現状維持

施策名

事業費（千円） 人件費（千円） H30

NO 事業名 事業内容
事業期間 根拠法令

要綱等

事業
類型 妥当性 有効性 効率性 総合評価 主な指標 単位 事業の方向性

計画 実績 計画 計画

新
規
・
拡
充
・
そ
の
他
の
見
直
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業
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要
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ー
ト
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成
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要
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0103 子育てを支える環境の充実

【事業類型】 【事業概要シート作成有無】 妥当性（市の関与）
1 職員人件費のみの事業 ａ…市が実施することが妥当である
2 国の法令に基づいて実施する事務（生活保護、賦課徴収事務、年金事務、戸籍・住基台帳事務、 ｂ…見直す余地がある

選挙事務、広域組合の負担金などの市の裁量が及ばない事務） ｃ…市が実施する緊急性が認められない
3 負担金のみの事業（イベント等の実行委員会への負担金を除く） 有効性（施策貢献度）
4 組織や職員を管理するための内部事務管理事務（財務事務、人事管理事務、企画事務、議会 ａ…施策への貢献度が高い

事務など） ｂ…施策への貢献度が著しく高いとはいえない
5 施設の維持管理費のみの事業（高熱水費や法定の保守点検委託料など。施設の修繕料） ｃ…成果の向上が見込まれない
6 施設を維持管理するための運営業務（施設やそれに付随する車両等の運転業務委託、公園などの 効率性（コスト）

管理業務、清掃委託） ａ…コストを見直す余地がない
7 課内事務を行う上で必要となる事務的経費のみで構成される事業（条例委員の報酬、旅費、需要 ｂ…検討する余地がある

費、役務費のみで構成） 総合評価
8 団体等への負担金及び補助金が予算の大半を占めるもの・・・補助金は、補助金要綱及び補助金 Ａ…計画通りに事業を進めることが適当

等のあり方に関するガイドラインにおいて精査されている。 Ｂ…事業の進め方の改善検討
9 ハード事業で、中長期の年度計画（事業費含む）を策定し認められた事業 Ｃ…事業規模・内容又は実施主体の見直しの検討
10 ハード事業1,000万円未満、ソフト事業100万未満（事業類型1～9以外） Ｄ…事業の抜本的見直し、休・廃止の検討

11 ハード事業1,000万円以上、ソフト事業100万円以上（事業類型1～9以外）
事業費は当初・繰越・補正予算の合計額

担当課 R1 R2
課長 H30 R1 R2 H30 R1

担当者 開始 終了 ｼｰﾄ 決算 予算 見込 決算 予算

施策名

事業費（千円） 人件費（千円） H30

NO 事業名 事業内容
事業期間 根拠法令

要綱等

事業
類型 妥当性 有効性 効率性 総合評価 主な指標 単位 事業の方向性

計画 実績 計画 計画
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西村　隆

山口　拓真

赤瀬　雅昭

尾嶋　菜穂子

西村　隆

川下　善文

西村　隆

川下　善文

西村　隆

川下　善文

福江　都志

坂口　恵蔵

赤瀬　雅昭

松尾　賢一

藤本　圭

木村　秀樹

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

３世代同居・近居
助成件数

件 10 10 10 10 現状維持16
大村市３世代同居・近
居促進事業

建築課

安心して子どもを産み育てることのできる住ま
い・居住環境の整備に補助を行うことにより、
出生率の向上や子育て支援を図る。
　新たに３世代で同居又は近居するための、住
宅の取得費や新築・改修工事費を国と連携して
支援する。

平成30年度

大村市3世代同居・
近居促進事業補助金
交付要綱

8
a a a A

4,000 4,000 4,000 2,534 1,638

無

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

子どもの生活実態
調査回収率
（Ｈ２９新規）

％ - - - - 現状維持15 子どもの未来応援事業

こども政策
課

本市における子どもの生活の実態を把握す
るとともに、他自治体と連携・協力し子ど
もの貧困対策を推進する。

平成29年度

子どもの貧困対策の
推進に関する法律
子供の貧困対策に関
する大綱

7
a a a A

0 305 57 1,382 1,382

無

ウェブオークショ
ン開催回数

回 2 44 - - 前年終了14
子育て応援リユース
PJT事業

地方創生課

子育て用品を中心に、①リアルオークショ
ン②リユース講座③ヤフオクでの市民限定
オークションなどを実施。
 オークションの益金は「小さな図書館」活
動等に活用する。

平成28年度 平成30年度 2,181 0 0 4,572 0

無

余地なし 事業推進

助産施設入所者数
の計画値に対する
実績値割合

％ 100 100 100 100 現状維持13
助産施設等入所措置事
業

こども家庭
課

保健上必要があるにもかかわらず、経済的理由
により、入院助産を受けることができない妊産
婦を入院助産を受けられるよう支援する。ま
た、母子家庭の母子等が、経済的な理由や住居
がない等の事情のため児童の監護ができない場
合など、母子を入所措置し、これらの者を保護
し、援助を行う。

昭和33年度

児童福祉法第22条

2
a A

4,015 7,618 9,530 727 364

無

余地なし 事業推進

母子寡婦貸付制度
利用件数の計画値
に対する実績値割
合

% 100 50 100 100 現状維持12
母子家庭等自立支援事
業

こども家庭
課

母子・父子自立支援員を配置し、ひとり親
家庭の父母や寡婦からの相談を受けるなか
で、各種支援制度の活用などにより世帯の
自立や子どもの福祉増進に向けて必要な助
言及び支援を行う。

昭和40年度

母子及び父子並びに
寡婦福祉法、長崎県
母子及び父子並びに
寡婦福祉資金貸付施
行細則

2
a A

21,007 14,934 12,332 1,460 727

無

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

未就学児の事故報告
数 件 400 343 300 300 現状維持11

こどもを事故から守る
プロジェクト事業

こども家庭
課

医療機関及び保育施設等におけるこどもの
事故発生に関する情報を調査分析するとと
もに、分析結果及び再発防止策等の周知・
広報を行う。 平成22年度

健やか親子２１計
画、消費者安全法、
消費生活活用製品安
全法

10
a a a A

772 773 789 364 364

無

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

親子交流の場の利
用者数

人 120,000 113,468 125,000 125,000 現状維持10
地域子育て支援拠点事
業

こども政策
課

こども未来館及び市内11か所の地域子育て
支援センターで、主に在宅の子育て世帯に
対する子育て支援事業を実施する。

平成9年度

子ども・子育て支援
法
子ども・子育て支援
交付金交付要綱

8
a a a A

58,388 60,130 60,130 3,739 3,739

無

余地なし 事業推進

受給者数 人 1,123 1,158 1,123 1,123 現状維持9 児童扶養手当支給事業

こども家庭
課

児童を監護するひとり親（父、母）等に対
し、手当を支給する。

児童扶養手当法

2
a A

568,641 722,483 571,607 6,487 8,694

無



0103 子育てを支える環境の充実

【事業類型】 【事業概要シート作成有無】 妥当性（市の関与）
1 職員人件費のみの事業 ａ…市が実施することが妥当である
2 国の法令に基づいて実施する事務（生活保護、賦課徴収事務、年金事務、戸籍・住基台帳事務、 ｂ…見直す余地がある

選挙事務、広域組合の負担金などの市の裁量が及ばない事務） ｃ…市が実施する緊急性が認められない
3 負担金のみの事業（イベント等の実行委員会への負担金を除く） 有効性（施策貢献度）
4 組織や職員を管理するための内部事務管理事務（財務事務、人事管理事務、企画事務、議会 ａ…施策への貢献度が高い

事務など） ｂ…施策への貢献度が著しく高いとはいえない
5 施設の維持管理費のみの事業（高熱水費や法定の保守点検委託料など。施設の修繕料） ｃ…成果の向上が見込まれない
6 施設を維持管理するための運営業務（施設やそれに付随する車両等の運転業務委託、公園などの 効率性（コスト）

管理業務、清掃委託） ａ…コストを見直す余地がない
7 課内事務を行う上で必要となる事務的経費のみで構成される事業（条例委員の報酬、旅費、需要 ｂ…検討する余地がある

費、役務費のみで構成） 総合評価
8 団体等への負担金及び補助金が予算の大半を占めるもの・・・補助金は、補助金要綱及び補助金 Ａ…計画通りに事業を進めることが適当

等のあり方に関するガイドラインにおいて精査されている。 Ｂ…事業の進め方の改善検討
9 ハード事業で、中長期の年度計画（事業費含む）を策定し認められた事業 Ｃ…事業規模・内容又は実施主体の見直しの検討
10 ハード事業1,000万円未満、ソフト事業100万未満（事業類型1～9以外） Ｄ…事業の抜本的見直し、休・廃止の検討

11 ハード事業1,000万円以上、ソフト事業100万円以上（事業類型1～9以外）
事業費は当初・繰越・補正予算の合計額

担当課 R1 R2
課長 H30 R1 R2 H30 R1

担当者 開始 終了 ｼｰﾄ 決算 予算 見込 決算 予算

施策名

事業費（千円） 人件費（千円） H30

NO 事業名 事業内容
事業期間 根拠法令

要綱等

事業
類型 妥当性 有効性 効率性 総合評価 主な指標 単位 事業の方向性

計画 実績 計画 計画

新
規
・
拡
充
・
そ
の
他
の
見
直
し

 

事
業
概
要
シ
ー
ト
作
成

 

【
必
要
】
 

事
業
概
要
シ
ー
ト
作
成

 

【
不
要
】
 

ＹＥＳ 

ＮＯ 

赤瀬　雅昭

古川　朋博

針山　健

米田　雄亮

田中　祐二

石内　耐治

喜々津　武利

濵田　秀樹

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

補導に参加した補
導委員の延べ人数

人 950 1,653 980 1,550 現状維持20 【再掲】巡回補導事業

社会教育課

　青少年の非行防止のため、75名の補導委
員が補導活動を行う。
　計画補導を毎月2回、祭り開催時の特別補
導を年に数回実施する。また、新任研修
会、全員研修会を計画的に実施し、補導技
術の向上を図る。

昭和46年度
大村市少年センター
設置規則

7
a a a A

2,624 2,780 2,743 6,007 6,990

無

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

区画線延長 ｍ 20,000 11,333 20,000 20,000 現状維持19
【再掲】交通安全施設
整備事業

道路課

市道の区画線、防護柵、道路反射鏡及び保
安灯の維持、修繕、新設を行う。また通学
路である路側帯の拡幅や、カラー舗装も行
う。

交通安全対策特別交
付金等に関する政令 11

a a a A

74,717 52,040 161,833 7,735 10,696

有

妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

交通安全指導員が
指導した人数

人 23,000 22,975 23,000 23,000 現状維持18
【再掲】交通安全指導
事業

安全対策課

大村市交通指導員及び交通安全推進団体の
活動支援、研修を行い、交通事故防止を図
る。

昭和43年度

・大村市交通安全の
保持に関する条例
・交通安全対策基本
法

8
a a a A

10,667 11,013 11,013 3,161 3,069

無

施設整備を行った
事業所数

か所 1 0 1 - 終了17
地域子育て支援拠点整
備事業

こども政策
課

地域子育て拠点事業の施設を整備する事業
所に対して補助金を助成することにより、
地域の子育て支援機能充実を図る。

平成29年度 令和元年度

次世代育成支援対策
施設整備交付金交付
要綱

960 11,496 0 0 1,494

無


